
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人田沼義男の上告理由第一点について。

　所論原判示事実をこれに対応する原判決挙示の証拠により認定した原審の判断は、

是認し得られる。これに所論の違法を見出し得ない。

　論旨は、結局、原審の裁量に委ねられた証拠の判断、事実の認定を非難するに帰

着するものであつて、これを採り得ない。

　同第二点について。

　論旨中、本件不動産売買の媒介に対する原審認定の報酬金は、右売買代金四五〇

万円或は売主申出の代金額より減額せられた五〇万円の何れを基準としたものであ

るか、不明であるとの前提に立つて、原判決を違法であるとする主張がある。しか

しながら、原審は、本件不動産売買の代金額が四五〇万円であつた旨を適法に認定

し、この金額を基準として、右売買の媒介に対する原判示報酬金を算定して居るこ

と、原判文上、明白である。したがつて、右主張は、前提において既に失当である。

　また、論旨中、右不動産売買の代金は、四六五万円であり、売主申出の代金より

減額せられた金額は、三五万円であつたとの前提に立つて、原判示報酬金額を不当

とする主張がある。しかしながら、本件不動産売買の代金が売主申出の額より三五

万円を減額した結果、四六五万円となつたものであるとのことは、原審の認定しな

い所であるから、右主張は、前提において既に上告適法の理由とならない。

　その余の論旨について審究するに、原審は、被上告人が宅地建物取引業法に基づ

き登録した宅地建物取引業を営む商人であり、当初、売主である訴外Ｄより、その

後、上告人より依頼せられて本件不動産売買の媒介者となり、右売買の代金額を、
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売主申出の金額より五〇万円を減額した四五〇万円に妥結するに至らしめ、右売買

の成立を見た事実を認定判断して居ること、原判文上、明白である。されば、被上

告人は、商法五一二条の規定により、買主である上告人に対し報酬金を請求し得る

こと、当然である。而して、原審は、原判示の諸事情より、その報酬金額を五万円

と算定して居り、この認定判断は相当である。原審の如上判断及びこれに至る過程

に、所論の違法はない。論旨は、畢竟、原審の裁量に委ねられた事実の認定を攻撃

し或は独自の見解に立つて原判決を非難するに帰着するものであつて、これを採り

得ない。
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